
2021年4月1日

医師の働き方改革について

厚生労働省医政局医事課

医師等医療従事者働き方改革推進室

～ 医師の時間外労働上限規制の制度開始に向け、残り１年に近づく中で都道府県が取り

組むべき事項について ～

令和４年度第 2 回医療政策研修会
第2回地域医療構想アドバイザー会議

令 和 5 年 1 月 2 0 日

資料
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現状について



医師の働き方改革の議論の進捗

2024.4
(R6.4)

2023.4
(R5.4)

2022.4
(R4.4)

2021.4
(R3.4)

2020.4
(R2.4)

2019.4
(H31.4)

2018.4
(H30.4)

2017.4
(H29.4)

2016.4
(H28.4)

「働き方改革実行計画」
（2017年３月28日)

働き方改革実現会議決定

※「医師については、時間外労働規制の対象とするが（中略）改正
法の施行期日（※平成31年４月１日）の５年後を目途に規制を適
用することとし、医療界の参加の下で検討の場を設け、質の高い
新たな医療と医療現場の新たな働き方の実現を目指し、２年後を
目途に規制の具体的な在り方、労働時間の短縮策等について検討
し、結論を得る。」

働き方改革を推進するための
関係法律の整備に関する法律

（2018年７月６日公布）

大企業：2019.4施行 中小企業：2020.4施行

2017.8

医師の働き方改革に関する
検討会（全22回）

2019.3

報告書
とりまとめ

2019.7

医師の働き方改革の推進に関する
検討会（これまでに17回）

2020.12

良質かつ適切な医療を
効率的に提供する体制
の確保を推進するため
の医療法等の一部を改
正する法律
（2021年5月28日公布）

（
引
き
続
き
詳
細

論
点
を
議
論
）

施行まで
約１年

医師：2024.4施行

中間
とりまとめ

2019.10 2020.12

医師の働き方改革を進めるためのタスク・
シフト／シェアの推進に関する検討会

議論の整理

関係政省令等の公布
（2022年1月19日公布）
一部施行（R4.2,4）

3

迅速かつ計画的に取

組を進める必要



ＢＣ水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ
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2022.4
(R4.4)

評価センターの評価

Ｃ-２水準関連
審査受審

審査結果受領

臨床研修・専門研修プログラム／カリキュラム内へ
時間外労働時間数明示

指定結果
通知

都道府県
医療審議会
意見聴取

指定公示
評価公表

時短計画案
作成

評価センター
評価受審

評価センター
評価結果受領

指定結果
受領

Ｃ-２水準

Ｃ-１水準

厚生労働大臣（審査組織）の確認

都

道

府

県

医

療

機

関

指定申請
受付

指定申請
提出

2024.4
(R6.4)

Ｂ水準
連携Ｂ水準
Ｃ-１水準
Ｃ-２水準

Ｃ水準に関する追加事項

評価センター
評価結果受領

時短計画：医師労働時間短縮計画
評価センター：医療機関勤務環境評価センター

少なくても４ヶ月程度の

手続期間が必要



指定手続き（評価センター）



医療機関勤務環境評価センター

令和４年４月１日に日本医師会を指定。

令和４年９月16日にホームページ公開

https://sites.google.com/hyouka-center.med.or.jp/hyouka-center
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https://sites.google.com/hyouka-center.med.or.jp/hyouka-center/


評価センターの実際の受審手続きの流れ（全体）
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医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン
（評価項目と評価基準）解説集

令和４年10月31日に公開
https://sites.google.com/hyouka-center.med.or.jp/hyouka-

center/%E8%B3%87%E6%96%99%E9%9B%86
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https://sites.google.com/hyouka-center.med.or.jp/hyouka-center/%E8%B3%87%E6%96%99%E9%9B%86


医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン
（評価項目と評価基準）解説集

評価項目毎に、評価のポイントと確認資料例を明示。
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10

医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン
（評価項目と評価基準）第１版

（項目例）1.1.2人事・労務管理の仕組みと各種規程の整備・届出・周知

【評価の視点】 人事・労務管理の仕組みや各種規程が適切に整備され、届出、周知がされていることを評価する。

【評価の要素】

６．就業規則、賃金規程を作成し、定期的に見直しを行い、変更を行った際には周
知されている

○or×

（常に最新の状態を保っていれば○）

７．就業規則、賃金規程をいつでも医師が確認することができる
○or×

（各部署に配布、院内等に常時掲載しアクセス可能等であれば○）

８．育児・介護休業に関する規程を作成している ○or×

９．常勤・非常勤医師に対し、雇用契約を医師個人と締結し、雇用契約書又は労
働条件通知書を書面で交付している

○or×

（メール等を用いた電子交付でも差し支えない）

10．常勤・非常勤医師に対し、入職時に、就業規則、賃金規程や労働時間の管理
方法に関して、医師本人へ周知している

○or×

（オリエンテーション時にレクチャーを行う、またはマニュアルの配布等をし
ていれば○）

11．宿日直許可の有無による労働時間の取扱い（「宿日直許可のある宿直・日直」
と「宿日直許可のない宿直・日直」）を区別して管理している

○or×

（宿日直の時間が労働時間に該当するかがわかる資料があれば○）

・ 就業規則の整備・周知状況

・ 賃金規程の整備・周知状況

・ 育児介護休業に関する規程の整備

・ 医師個人との雇用契約の締結と明示

・ 時間外労働や休日等の正しい申告・管理のための医師への周知

・ 宿日直許可の届出とその時間の取扱いの整備

※番号を○で囲んでいる項目は必須項目。必須項目の評価が×である場合は、評価保留となる。

令和４年４月１日に厚労省ホームページで公開済

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24850.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24850.html
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医療機関の医師の労働時間短縮の取組の評価に関するガイドライン
（評価項目と評価基準）第１版

（項目例）1.1.4 医師労働時間短縮計画の作成と周知

【評価の視点】 医師労働時間短縮計画の作成が適切に行われ、周知、見直しが行われていることを評価する。

【評価の要素】

16．医師を含む関係者が参加する合議体で議論を行い、医師労働時間短縮計画
を作成している

○or×

17．医師労働時間短縮計画の対象医師に対して、計画の内容について説明するとと
もに意見交換の場を設けている

○or×

18．医師労働時間短縮計画を院内に掲示する等により、全ての職員に対して、医
師労働時間短縮計画の内容を周知している育児・介護休業に関する規程を作
成している

○or×

19．１年に１回、ＰＤＣＡサイクルの中で自己評価を行い、労働時間の目標や取
組内容について必要な見直しを行っている

○or×

・ 医師を含む各職種が参加する合議体における議論の実施状況

・ 計画の対象医師に対する計画の内容についての説明及び意見聴取の実施状況

・ 対象医師以外の職員への計画の内容の周知の状況

・ 計画の内容の見直しの状況

※番号を○で囲んでいる項目は必須項目。必須項目の評価が×である場合は、評価保留となる。

令和４年４月１日に厚労省ホームページで公開済

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24850.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24850.html


Ｃｰ１、C-2水準について



ＢＣ水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続の流れ

13

2022.4
(R4.4)

評価センターの評価

Ｃ-２水準関連
審査受審

審査結果受領

臨床研修・専門研修プログラム／カリキュラム内へ
時間外労働時間数明示

指定結果
通知

都道府県
医療審議会
意見聴取

指定公示
評価公表

時短計画案
作成

評価センター
評価受審

評価センター
評価結果受領

指定結果
受領

Ｃ-２水準

Ｃ-１水準

厚生労働大臣（審査組織）の確認

都

道

府

県

医

療

機

関

指定申請
受付

指定申請
提出

2024.4
(R6.4)

Ｂ水準
連携Ｂ水準
Ｃ-１水準
Ｃ-２水準

Ｃ水準に関する追加事項

評価センター
評価結果受領

時短計画：医師労働時間短縮計画
評価センター：医療機関勤務環境評価センター

少なくても４ヶ月程度の

手続期間が必要



Ｃｰ１水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準の指定を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医療提供体
制全般としても医師の長時間労働を前提とせざるを得ないことについて議論を行う。その際、地域の医療提供体制は、地域の医師の確保
と一体不可分であるため、地域医療対策協議会における議論との整合性を確認する。

地域医療対策協議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準指定の妥当性を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性があり、地域医療介護
総合確保基金事業の計画や医師確保関連予算の執行計画等、都道府県の実情に照らし、医師の確保を図るために必要と思われる事
項について協議を行い、地域の医療提供体制への影響を確認する。

議論の結果を反映

14

医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-１水準（プログラム／カリキュラム別）の指定申請

特に、各プログラム／カリキュラムの「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の記載」が明示されている資料を添付（※）

Ｃ-１水準指定申請受付

※ 医政局医事課医師臨床研修推進室または各学会が求める、各医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の明示方法に沿って作成した資料で代用することも可能。

Ｃ-１水準指定結果通知

○ 臨床研修においては、基幹型臨床研修病院の年次報告の締切が毎年4月30日である。「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」
については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から記載事項とする予定である。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表される。

○ 専門研修においては、基幹施設がプログラム／カリキュラムを作成し、基本領域学会の一次審査、日本専門医機構の二次審査を経て、例年秋頃に認定
され、その後専攻医の募集が開始される。

※ Ｃ-１水準の指定が申請されていない場合であっても、都道府県独自の調査等に基づき、地域医療対策協議会におけるＣ-１水準指定に関する議論を行うことは可能。
また、議論のために地域医療対策協議会を複数回開催することも可能。



⚫ 審査プロセスの妥当性に関する定例的なチェック

⚫ 蓄積された技能研修計画の内容を用いた、Ｃ-２水準の技能の

考え方の定期的な見直し

⚫ 審査組織相談窓口に届けられた相談内容の臨時的な検討 等
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Ｃ-２水準の技能等に関する審査の運用について

承
認
手
続
き

⚫ 所定のプロセスに基づいた審査の実施

協力
Ｃ-２水準の審査を希望する

医療機関

個別の技能研修計画
の審査

医療機関の教育研修環境
の審査

審

査

組

織

関連学会等

厚生労働省
特定分野を公示

委託

結果報告

 審査組織については、Ｃ-２水準の審査業務に相当の専門性が必要になると想定されることから、関連学会等に協力
を得る必要があるが、具体的な組織の運営方法については、以下のように、厚生労働省からの委託の形とし、各領
域の関連学会等から審査への参加や技術的助言を得ることとする。

 技能研修計画は、審査組織で審査を行うこととし、研修予定の具体的な技能の名称のみで審査が行われるのではな
く、その計画内容を含めて審査が行われるものとする（個人の記載する当該技能の修得のために予定する症例数及
びその他の業務と、設備や指導医といった医療機関の教育研修環境を総合して、技能研修計画は審査される）。

審査委員会

＜構成員＞
医療分野代表者・労働分野代表者・各領域の有識者・若手医師（勤務医）

審査結果
通知

医師からの相談窓口

審査の疑義相談等

医師個人の発意に基づく
技能研修計画の作成

【審査組織(イメージ)】

全体を統括する委員会

医師からの相談窓口医師

申

請 医療機関申請書の作成
（特定分野ごと）

協力

関連学会等

令和３年10月14日 第16回 医師の働き方改革の推進に関する検討会 資料１



Ｃ-２水準の対象技能となり得る具体的な技能

「Ｃ-２水準の対象分野」において「Ｃ-２水準の対象技能となり得る技能」であって、その「技能の修得にやむを得ず長時間労働
が必要となる業務」が存在するもの

Ｃ-２水準の対象技能となり得る具体的な技能の考え方

「技能の修得にやむを得ず長時間労働が必要となる業務」の考え方に該当
次のア～ウの１つ以上に該当

ア）診療の時間帯を選択できない現場でなければ修得できない

イ）同一の患者を同一の医師が継続して対応しなければ修得できない

ウ）その技能に関する手術・処置等が長時間に及ぶ

３

16

「Ｃ-２水準の対象分野」に該当

日本専門医機構の定める基本領域（19領域）において、

高度な技能を有する医師を育成することが公益上特に必要と認められる医療の分野

１

「Ｃ-２水準の対象技能となり得る技能」の考え方に該当２

かつ

かつ

具体的には

我が国の医療水準を維持発展していくために
必要とされる、医学研究や医療技術の進歩により
新たに登場した、保険未収載の治療・手術技術
（先進医療を含む）

良質かつ安全な医療を提供し続けるために、
個々の医師が独立して実施可能なレベルまで
修得・維持しておく必要があるが、基本領域の
専門医取得段階ではそのレベルまで到達する
ことが困難な技能

または

第15回 医師の働き方改革の推進に関する検討会
（令和３年９月15日）資料１ 一部改変



Ｃｰ２水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ
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審査組織へ各分野別医療機関申請書及び技能研修計画を医療機関がとりまとめて申請し、審査受審

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-２水準の指定を判断

Ｃ-２水準を適用することにより、地域における高度な技能が必要とされる医療の提供体制に影響を与える可能性があることから、地域の
医療提供体制への影響及び構築方針との整合性を医療審議会において確認する。

審査結果を受領医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-２水準（分野別）の指定申請（※）

特に、審査組織に申請した医療機関申請書、及び指定後すぐに水準適用の該当者がいる場合は該当者の技能研修計画（匿名化）、
並びに審査組織による審査結果の通知書を添付

Ｃ-２水準指定申請受付

○ 申請時点で、その分野におけるＣ-２水準適用該当医師がいない場合であっても、令和６年度以降に、その該当医師（Ｃ-２水準の技能研修計画の
審査を受けた医師）が存在するようになった場合は、当該医療機関にＣ-２水準の業務が実在することになるため、その時点で当該医師の技能研修計
画（匿名化）を都道府県に届け出るよう周知することが求められる。

Ｃ-２水準指定結果通知

※申請時点で、その分野におけるＣ-２水準適用該当医師がいない場合でも申請が可能



Ｃ -２水準に関するホームページ「医師の働き方改革Ｃ２審査・申請ナビ」
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医療機関およびＣ-２水準の適用を希望する医師に対して、審査に必要な情報を掲載

https://c2-shinsasoshiki.mhlw.go.jp/

https://c2-shinsasoshiki.mhlw.go.jp/


都道府県に求められる取組について



調査結果を踏まえた課題

20

令和４年４月以降、都道府県、大学病院本院、その他の医療機関に対して複数回にわたり医師の働
き方改革の施行に向けた準備状況の調査を実施。

＜第１回（令和４年３～４月）＞

○ 回答のあった3,613病院のうち、副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間を概ね把握していると回答した

病院は1,399病院(39%)

○ 大学病院の本院82病院のうちでは20病院(24％)

＜第２回（令和４年７～８月）＞

【大学病院】

○ 回答のあった大学病院（81病院、2,455診療科）のうち、時間外・休日労働時間数の把握状況(診療科単位)

自院の勤務実績･･･100%(2,455/2,455診療科) 副業・兼業先の勤務実績･･･ 93%(2,280/2,455診療科)

○ 副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間数が年通算1,860時間相当超の医師数 1,095人、56病院

【都道府県】

○ 回答のあった都道府県（45都道府県）

○ 副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間数が年通算1,860時間相当超の医師数及び医療機関数
993人（病院：886人、有床診療所：107人） 303医療機関（病院：216／4,257、有床診療所87／1,427）

（次頁に続く⇒）

調 査 結 果 抜 粋 ①



調査結果を踏まえた課題

21

□ 課題１：1,860時間超の医師がいる医療機関の存在

□ 課題２：大学病院等から医師を受け入れている医療機関への対応

□ 課題３：各都道府県にある大学病院への対応

□ その他 ：国や都道府県の調査で状況確認ができていない医療機関への対応 等

上記調査で浮き彫り
になった課題

令和４年４月以降、都道府県、大学病院本院、その他の医療機関に対して複数回にわたり医師の働
き方改革の施行に向けた準備状況の調査を実施。

＜第３回（令和４年８～９月）＞

【大学病院】

○ 回答のあった大学病院 56病院のうち、労働時間短縮の取組を実施しても、令和６年４月時点で副業・兼業先も

含めた時間外・休日労働時間数が年通算1,860時間相当超となることが見込まれる医師数： 69人（８病院）

【都道府県】

○ 回答のあった都道府県 ①47都道府県 ② 46 都道府県

① 労働時間短縮の取組を実施しても、令和６年４月時点で副業・兼業先も含めた時間外・休日労働が年通算

1,860時間相当超見込みの医師数： 237人 (病院：204人、有床診療所：33人)

② 医師の引き揚げによる診療機能への支障が見込まれる医療機関数： 43 医療機関

調 査 結 果 抜 粋 ②



調査結果を踏まえた都道府県の対応の視点①

□ 視点１：1,860時間超の医師がいる医療機関への対応

⇒ 特に、様々な取組を進めても2024年４月時点で1,860時間以下と
することが困難な医師がいる医療機関（※第３回調査）がある場合には、
よりきめ細かく実態を把握し、重点的に個別の支援等を行う。

⇒ 現時点で1,860時間超の医師がいる医療機関（※第2回調査）に対
しては、必要な水準の指定申請を促すとともに、2024年４月までに必
要な労働時間の短縮がなされるように個別に支援等を行う。

このようなケースがある場合には、今後、厚生労働省から各都道府県に個別に状況をお
伺いさせていただくことがある。

特に評価センターの評価については、早期受審の勧奨、評価受審支援が必要。
個別の支援等は、勤改センターによる支援のほか、各都道府県が実施する地域の医療提

供体制の観点からの取組などが考えられる。

22



調査結果を踏まえた都道府県の対応の視点②

□ 視点２：大学病院等から医師を受け入れている医療機関への対応

⇒ 大学病院等の他の医療機関から医師を受け入れている医療機関の
宿日直許可に対する認識（必要がないため取得意向がない、業務の
性質上許可取得は困難等）に応じて、その医療機関の状況等を個別に
確認する。

宿日直許可取得の必要性や、許可取得が可能な事例について十分に認識されていない可能性
があることから、勤改センターを通じ、なぜ取得意向がないのか、なぜ許可取得が困難と考え
ているか等の確認が重要。

⇒ 宿日直許可申請に関して、引き続き、勤改センター等による支援（相談

支援、同行支援、参考様式作成 等）を行い、医療機関の取組をフォローアップする。
医療機関の申請予定時期等の情報については労働局とも共有する。

都道府県は、地域医療提供体制確保の観点から、医療機関に宿日直許可の取得に向けた取組
の勧奨と進捗状況の把握が重要。
実際の宿日直許可は労働局（労働基準監督署）が担う。
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調査結果を踏まえた都道府県の対応の視点②

24

⇒ 特に小規模の医療機関など、申請書類の作成などの事務的な負担
で準備が進まないケース等があるようであれば、基金による支援等も
検討する。

実際の申請書類の作成に当たっては、都道府県社会保険労務士会などと連携した医療
機関の宿日直許可申請に詳しい社労士の紹介などの取組が考えられる。

また、働き方改革に資する医療機器の導入に係る税制上の特例措置（減価償却費の前
倒しが可能な特別償却制度の適用）等の支援策もあるため、どのような支援が可能なの
か、勤改センターと連携しつつ、ご検討いただきたい。

⇒ 仮に、宿日直許可が取得できなかった場合に、各都道府県が地域
医療提供体制の観点から、どのような対応をするかについて検討する
必要がある。



調査結果を踏まえた都道府県の対応の視点③

□ 視点３：各都道府県にある大学病院への対応

25

⇒ 各都道府県にある大学病院に対しても、必要な水準の指定申請を
促すとともに、2024年４月までに必要な労働時間の短縮がなされる
ように個別に支援等を行う。

AJMC（全国医学部長病院長会議）、国立大学病院長会議等を通じて、大学には都道府県
と密接に連携を取るように依頼している。

大学病院への調査では、①申請予定の水準、②1,860時間超の医師が現時点でどの診療科
に何人いるか、③どの診療科の医師がどの医療機関に行っているか等を確認している

※ これらのほか、これまでお願いしている事項についても引き続きの対応をお願いいたします。

また、調査への回答のない医療機関を含めてフォローをお願いします。



都道府県の取組の視点（まとめ①）

□ 他の医療機関から医師を受け入れている医療機関とその宿日直許可取得状況の把握

26

＜地域医療との両立に向けた現状把握＞

□ 都道府県内の医療機関が目指す水準の把握と都道府県との情報共有

＜都道府県知事の指定に向けた準備＞

□ 指定に関する検討内容、検討の場の整理（医療審議会、その他の部会 等）

□ 都道府県での指定申請受付から指定までのスケジュールの整理

□ 指定に関する都道府県内の体制の整理（関係部局との連携、役割分担、人員体制 等）

○許可の取得意向はない

○許可の取得が困難と考えている

○許可が得られなかった

○許可が必要かわからない

○申請の準備中

○申請予定だが、

準備は未着手

早期の申請が可能とな

るよう、労基署への同行

支援や手続面の助言等

必要な支援を実施

個別の医療機関の状況

を確認し、必要な支援

につなげていく

□ 指定に関する医療機関への周知広報・早期準備の勧奨

（評価センターの評価受審、都道府県への指定申請について、医療機関がスケジュール感を持って準備できる

ようにサポート）



都道府県の取組の視点（まとめ②）

□ 宿日直許可取得に向けた取組の支援

（相談支援、労働局への照会仲介支援、同行支援、参考様式の作成 等）

27

＜医療機関の取組をプッシュ型で支援するための体制整備＞

□ 評価センターの評価受審に向けた取組の支援

（時短計画作成支援、評価センターに提出する資料の事前確認 等）

□ 労働局、都道府県との連携体制（宿日直許可、医療労務管理支援事業）

＜連携体制の構築＞

□ 大学病院との連携体制（指定申請、医師派遣等の地域医療提供体制）

□ 医療関係団体等との連携体制（医師会、病院協会、社労士会 等）

□ 評価センターの中間報告の指摘事項に対する改善に向けた取組の支援

（評価センターに見直しの必要性を指摘された労務管理体制等に係る改善の取組の支援）

□ アドバイザー間の連携（医療労務管理アドバイザー、医業経営アドバイザー）



都道府県の取組の視点（準備状況チェック項目の例①）

28

（１）申請開始前の準備

① 医療機関に対する特例水準の指定に係る全体スケジュールの周知

② 医療勤務環境改善支援センターによる時短計画等の作成支援

③ 特例水準の指定要件に係る方向性の検討

④ 医療審議会等の開催に向けた調整

⑤ 申請手続方法、申請スケジュール及び申請様式・必要書類に係る整理と管下医療機関への周知

（２）申請受付

① 必要書類の確認

ア．評価センターの評価結果受領と内容確認

イ．労働に関する法律に基づく処分等を受けたことがないことの確認

ウ．地域医療体制確保の観点から長時間労働が必要とされる医療機関であることの確認

エ．時間外・休日労働時間（年単位換算）の記載のある研修プログラムの確認

オ．審査組織による審査結果の確認

②特例水準の指定申請と受付方法の検討、周知

③その他の申請書類の確認



都道府県の取組の視点（準備状況チェック項目の例②）

29

（３）指定

① 時短計画の内容確認

② 特例水準の指定根拠となる業務の確認

③ 臨床研修／専門研修プログラム内容に確認

④ 高度技能研修医療機関の指定内容の確認

⑤ 追加的健康確保措置等の実施体制の確認

⑥ 都道府県医療審議会の意見聴取

（４）医療審議会等における審議

① 医療審議会等の開催に向けた調整（開催スケジュール、構成員の決定及び事前説明等）

② 特定労務管理対象機関の指定等に係る論点の整理



円滑な法施行に向けた厚生労働省の取組

30

１．医療機関の宿日直許可申請の円滑化に向けた支援

① 厚生労働省に医療機関の宿日直申請に関する相談窓口の設置（令和４年４月）、医療機関の宿日直許可事例、Q&Aの周知

② 勤改センターによる相談機能の強化（個別の訪問支援、労働局と連携した相談支援、許可申請する際の同席支援 等）

③ 各労働局を通じた管轄地域の医療機関に対する宿日直許可に関する説明会の開催

２．大学病院を含む医療機関への個別支援

① 院長を含めた大学病院ヒアリング・働き方改革推進のための技術的助言、全国医学部長病院長会議と連携した情報発信

② 医療機関の課題に対応した勤改センターによる個別支援（個別の勤務環境改善支援、時短計画作成支援 等）

３．都道府県・医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）の取組強化への支援

① 都道府県担当課長を交えた都道府県や勤改センターへのヒアリング・勤改センターが行う医療機関支援に関する技術的助言

② 各都道府県の取組事例の周知、勤改センターのアドバイザー向けの研修の実施 等

４．周知広報

① 医師の働き方改革を取り上げる医学系学会学術集会及び医療系団体講演会への積極参加

② 医療機関の病院長向けのトップマネジメント研修等各種セミナーの実施による情報発信

③ 若手の勤務医等への医療機関内での情報発信用周知素材の制作（令和４年中公開予定） 等

５．地域医療介護総合確保基金の活用

区分６：医師確保経費（宿日直対応の非常勤医師の確保経費）、タスクシフト・シェアリング経費（医師事務補助作業補助者

確保経費）、医療機器整備（タブレット問診システム、オンライン診療システム）、勤怠管理システムの導入、コンサルタン

ト経費（勤務環境改善のためのコンサルタント経費）等

区分４：医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築（寄附講座、謝金等）、産科・救急・小児等の不足診療科の医

師確保支援（手当、謝金等）等

令和4年11月28日
社会保障審議会医療部会資料より
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医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■ これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■ こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞

・医療勤務環境改善支援センター
を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）

・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保

Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務

連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間
※2035年度末
を目標に終了

義務
Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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2024年４月に向けて医療機関が取り組むこと

○ 医療機関において医師の勤務実態を把握します。

33

・ 兼業・副業について

・ 宿日直許可の取得について

・ 自己研鑽の取扱いについて

2 0 2 4年４月以降はＡ水準を目指す 2 0 2 4年４月以降はＢＣ水準を目指す

○ 目指す水準を設定し、必要な準備、取組を進めます。

令和５年度末までの医師労働時間短縮計画の作

成に努める（努力義務）

※2024年４月１日より前に年間960時間超の医師がいる場合

令和６年度以降の医師労働時間短縮計画を作成

し、ＢＣ水準の指定を受ける

Ｂ 連携Ｂ Ｃ１ Ｃ２

※制度の趣旨に合った形で、実態に応じた水準を選択

面接指導の実施 勤務間インタバルの確保

※（水準にかかわらず）月100時間以上見込みの医師に対して実施 ※ＢＣ水準の場合は“義務”、Ａ水準の場合は“努力義務”

まずは自院の労働時間の把握を。

兼業・副業先の労働時間も通算します。自己申告等で把握できる体制を。

まずは自院の宿日直許可の有無を確認、必要な許可は申請を。

兼業・副業先の宿日直許可の有無も自己申告等で把握できる体制を。

自己研鑽の取扱いの明確化、ルール化を。よく話し合いを重ねて。



医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査 調査の概要

医師の働き方改革について、2024年４月からの医師の時間外労働時間の上限規制等の適用開始に向け、都道府県及び

医療機関における準備状況を調査するとともに、特に、規制の適用により見込まれる地域医療提供体制への影響につ

いて把握し、必要な地域医療を確保しつつ医師の働き方改革を進めるための医療機関等への支援の在り方の検討に活

かすことを目的とする。

○都道府県

• 地域内の医療機関の施行に向けた準備状況を把握する体制

• 医療機関に対する支援の体制

• 管内で想定される医師派遣の中止による地域医療提供体制への影

響の有無(診療科・地域ごと)

• 影響がある場合、生じうる影響の詳細（医療圏、診療領域ごと）

○病院

• 院内の医師の労働時間の状況

• 宿日直許可の申請・取得状況

• 特例水準の指定取得の意向の有無

＜特に、医師派遣を行う病院に対して＞

• 医師派遣の中止の意向の有無

• 医師派遣を中止する場合の診療科

• 派遣する医師派遣の詳細（人数等）

○都道府県

地域内の医療機関の、施行に向けた準備状況を把握する体制

（都道府県における医師の充足状況の把握方法や医師確保のため

の検討の場の設置状況等）と、地域内の各医療機関の対応方針が

地域医療提供体制に与える影響をどのように評価しているかを調

査する。

○病院

全ての病院を対象に、施行に向けた準備状況（院内の医師の労

働時間の把握体制や特例水準の指定取得の意向等）を調査すると

ともに、特に医師（常勤・非常勤問わず）を派遣することで地域

医療を支える役割を担う大学病院等に対して、医師派遣の中止の

可能性について調査する。

調査事項

調査対象

・2022年３月～４月

※必要に応じてフォローアップを行う。

調査時期

• 都道府県、調査対象病院に書面による調査を行う

• 厚生労働省にて結果を基に評価・検討を行う

調査方法
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時間外・休日労働時間の把握状況

• 回答のあった3,613病院のうち、副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間を概ね把握していると回答した病院は1,399
病院(39%)。

• 大学病院の本院82病院のうちでは20病院(24％)。
※自院での労働時間に限れば概ね把握していると回答した病院は全3,619病院のうち1,493病院(41%)、大学病院の本院82病院

のうち41病院(50％)

全病院(3,613病院) 左記のうち、大学病院の本院(82病院)（病院） （病院）
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第２回医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査（令和４年７月～８月）

第１回調査（令和４年３月～）の時点では、各医療機関の準備状況や地域医療提供体制への影響等、総合的な評価が困難であったことから、

改めて大学病院の本院と都道府県に対して、医師の時間外・休日労働時間の把握状況、調査時点における時間外・休日労働が年通算

1,860時間相当超の医師数を把握するための調査（第２回調査）を行った。その概要は以下のとおりである。

調査事項

調査対象

令和４年７月11日～令和４年８月19日

調査時期

○大学病院本院の各診療科に調査票を配布し、回答を集計

○各都道府県へ調査票を配布し、都道府県がとりまとめた回答を集計

調査方法

結果の概要

○ 大学病院の本院

• 自院での時間外・休日労働時間数の把握の有無

• 副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間数の把握の有無

• 調査時点における副業・兼業先も含めた時間外・休日労働が年
通算1,860時間相当超の医師数

○ 都道府県

・ 調査時点における副業・兼業先も含めた時間外・休日労働が年
通算1,860時間相当超の医師数

○ 大学病院の本院

• 回答数

大学病院の本院：81 病院※１

診療科：2,455 診療科
※１ 令和４年５～７月に実施した「医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査」（大学病院追加調査）により既回答

（副業・兼業先を含めた時間外・休日労働が年通算1,860時間相当超の医師数がゼロ）と回答した４大学を含む。

• 時間外・休日労働時間数の把握状況(診療科単位)

自院の勤務実績 100% (2,455/2,455診療科)

副業・兼業先の勤務予定 100% (2,455/2,455診療科)

副業・兼業先の勤務実績※２ 93% (2,280/2,455診療科)
※２ 勤務実績は、副業・兼業先で実際に勤務した時間

• 調査時点における副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間数が年通算
1,860時間相当超の医師数及び病院数：

1,095 人 ・ 56 病院

○ 都道府県

• 回答数

都道府県：45都道府県

• 調査時点における副業・兼業先も含めた時間外・休日労働時間数が年通算
1,860時間相当超の医師数及び医療機関数：

993 人 (病院：886人、有床診療所：107人)

303 医療機関 (病院：216/4,257、有床診療所：87/1,427）

○ 大学病院の本院：81病院

○ 都道府県：地域医療提供体制維持に必要な医療機関
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第３回医師の働き方改革の施行に向けた準備状況調査（令和４年８月～９月）

第２回調査の結果を踏まえつつ、今後、各医療機関において医師に対する労働時間短縮の取組を実施した場合であっても、令和６年４月時

点で時間外・休日労働が年通算1,860時間相当超となることが見込まれる医師数と、それに伴う地域医療提供体制への影響等を把握するため

の調査（第３回調査）を行った。その概要は以下のとおりである。

調査事項

調査対象

令和４年８月22日～令和４年９月16日

調査時期

○大学病院本院に調査票を配布し、回答を集計

○各都道府県へ調査票を配布し、都道府県がとりまとめた回答を集計

調査方法

結果の概要

○ 大学病院の本院

令和６年４月時点で副業・兼業先も含めた時間外・休日労働が年通
算1,860時間相当超となることが見込まれる医師数

○ 都道府県

①令和６年４月時点で副業・兼業先も含めた時間外・休日労働が年
通算1,860時間相当超となることが見込まれる医師数

②令和６年４月時点で医師の引き揚げにより診療機能への支障を来
すことが見込まれる医療機関数

○ 大学病院の本院

• 回答数

大学病院の本院：56 病院

• 労働時間短縮の取組を実施しても、令和６年４月時点で副業・兼業
先も含めた時間外・休日労働時間数が年通算1,860時間相当超とな
ることが見込まれる医師数：

69人（８病院）

○ 都道府県

• 回答数

都道府県：① 47 都道府県、② 46 都道府県

①労働時間短縮の取組を実施しても、令和６年４月時点で副業・兼業
先も含めた時間外・休日労働が年通算1,860時間相当超見込みの
医師数：

237人 (病院：204人、有床診療所：33人)

②医師の引き揚げによる診療機能への支障が見込まれる医療機関数：

43 医療機関

○ 大学病院の本院：56病院

第２回調査において、時間外・休日労働時間数が年通算1,860時
間相当を超える医師がいると回答した病院

○ 都道府県

①第２回調査において、時間外・休日労働時間数が年通算1,860
時間相当を超える医師がいると回答した医療機関

②地域医療提供体制維持に必須となる医療機関
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医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）の活用について
・2024年４月より医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用される。
・「医師の働き方改革に関する検討会」「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を経て、令和３年５月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制
を確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第49号）が成立した。

勤務実態
の把握

時短計画
の作成

評価センター
による評価
の受審

時短計画に基づく取組
追加的健康確保措置の実施

医師の労働時間の短縮を計画的に進めていく上では、医療機関は
医師労働時間短縮計画を作成し、その計画に沿って医療機関の管
理者のリーダーシップの下、医療機関全体でPDCAサイクルにより
働き方改革を進めていくことが重要

医師の時間外・休日労働の上限については、36協定上の上限及び36
協定によっても超えられない上限をともに、原則年960時間（A水準）・
月100時間未満（例外あり）とした上で、地域医療の医療提供体制の
確保のために暫定的に認められる水準（連携B・B水準）及び集中的に
技能を向上させるために必要な水準（C水準）として、 年1,860時間・
月100時間未満（例外あり）の上限時間数を設定

都道府県への
指定申請

2024年4月

現状把握の方法が
わからない！

いつまでに
受審すればいいの？

都道府県の指定申請
に準備するものは？

副業・兼業先の
労働時間の取扱は？

いきサポ 検索

働き方改革の過程でお困り事が生じたら、各都道府県の勤改センターにご相談ください
（連絡先は、「いきサポ」*1に掲載されています）

様式はどれ？

*1「いきサポ」 は、「いきいき働く医療機関サポートweb」の略称で、勤務環境改善に関する好事例や、
労務管理チェックリストなどの支援ツール、セミナー情報等、勤務環境改善に取り組む医療機関のみな
さまの参考になる情報を集約・提供する厚生労働省が開設するポータルサイトです。

不安だから受審前に
色々相談したい…

いつまでに
申請すればいいの？

時短計画の
作成例はないの？

連続勤務時間制限や
勤務間インターバルって、

どう管理・運用すればいいの？

代償休息の考え方が
わからない…

医療機関

「医師の勤務実態把握
マニュアル」が御活用いただけ
ます。（いきサポ*1に掲載）

各都道府県の勤改センター
ではマニュアルに沿った集計用
エクセル表（関数設定済）

も提供。

「医師労働時間短縮計画
作成ガイドライン」を参照くだ
さい。（いきサポ*1に掲載）

各都道府県の勤改センター
で作成支援も行いますので、

ご相談ください。

受審の前に各都道府県の
勤改センターにご相談

いただけます。

申請の手続き等について、
各都道府県の

勤改センターを通じて
ご相談いただけます。

「いきサポ」掲載の資料を参
照ください。ご不明点は、各
都道府県の勤改センターへ
お問い合わせ下さい。
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医師の働き方改革と宿日直許可、地域医療の確保に関する指摘

39

Q. 医療法第16条に基づく宿直を行う場合には宿日直許可が必要なのでしょうか。

A. 医療法第16条では病院に医師を宿直させなければならないと規定されています。この医療法第16条に基づく宿
直を医師に行わせること自体に労働基準監督署長による宿日直許可は必要ありません。

Q. では、なぜ、宿日直許可の取得を検討する医療機関が増えているのでしょうか。

A. 宿日直許可を受けた場合には、その許可の範囲で、労働基準法上の労働時間規制が適用除外となります。今後、
令和６年４月から医師の時間外労働の上限規制がスタートしますが、

(1) 宿日直許可を受けた場合には、この上限規制との関係で労働時間とカウントされないこと、

(2) 勤務と勤務の間の休息時間（勤務間インターバル）との関係で、宿日直許可を受けた宿日直（９時間以上連続
したもの）については休息時間として取り扱えること、

など、医師の労働時間や勤務シフトなどとの関係で重要な要素になることが考えられます。

医師の働き方改革と宿日直許可

← 大学病院からの応援で成り立っている地方の医療機関では、宿日直許可が取れないために、通算の上限時間
超過を懸念する大学病院から医師を引き上げられ、医療提供体制を縮小せざるを得なくなる。

●大学病院等の医療機関が医師の派遣を通じて地域の医療提供体制を確保している状況

地域医療の確保に関する指摘

地域医療確保のためには、医療機関が適切に宿日直許可を取得することが重要との指摘。



医療機関の宿日直許可申請に関する相談を受け付ける窓口の設置

◇ 令和４年４月から、医療機関の「宿日直許可申請」に関する相談窓口を厚生労働省に設置

◇ 受け付けた相談については、厚生労働省本省で検討の上、回答

※ 訪問による支援が適切な相談など、現地での具体的な支援が有効な相談については、相談者の意向も踏まえ、厚生労働省本省経由で医療勤務環

境改善支援センター（医療労務管理アドバイザー）が必要な支援を実施

宿日直許可の申請を検討している
医療機関（病院・診療所）

宿日直許可申請に
関する相談

（相談する医療機関のイメージ）

・ 労働基準監督署に相談することに対して不安や
ためらいがあるので、実際に相談する前に、監督署
への相談についてざっくばらんに聞きたい。

・ 地域の医療勤務環境改善支援センターや、労働
基準監督署に相談しているが、相談内容について、
厚生労働省本省の専門家にも相談してみたい。

など

厚生労働省本省
（宿日直許可申請に関する相談窓口）

相談内容に即した
助言等

医療勤務環境改善支援センター
（相談した医療機関の所在地を担当）

現地での具体的な
支援が有効な相談等

訪問支援等を実施

※日頃から、医療機関の勤務環境改善に関する相談に
応じ、必要な支援を実施（都道府県ごとに設置）

※ 労働基準監督署に相談したい内容を確認。相談者
の意向を踏まえて、必要な支援を実施。

労働基準監督署

連携

申請・相談

支援
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宿日直許可申請に関する相談窓口

41

医療機関の実態に応じた許可取得につながるように支援します。

医療勤務環境改善支援センター

医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応じて、

総合的なサポートをします。

URL:https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/outline/work-improvement-support-center

本省相談窓口

宿日直許可の申請（※）について、制度の仕組みや手続き等に関する医

療機関の方からのご相談を受け付ける窓口を厚生労働省本省のWEBサイ

トに設けています。

（※）労働基準法第41条第３号（労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）第23条）

に基づく申請

URL:https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24880.html

労働基準監督署

宿日直許可についてのご相談に対応しています。

まずは、お電話をお掛けください。

URL:https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index.html

（2022.4）

https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/outline/work-improvement-support-center
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24880.html
https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index.html


必要な手続等
研鑽を行うことにつ
いての医師の申出と
上司による確認（そ
の記録）
通常勤務と明確に切
り分ける（突発的な
場合を除き診療等を
指示しない、服装等
外形的に見分けられ
る措置）
医療機関ごとに取扱
いを明確化して書面
等に示し、院内職員
に周知する

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（研鑽）

研鑽が労働時間に該当するかどうかについては「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」によ
り判断することとなる。現場における医師の研鑽の労働時間管理の取扱いについて、その考え方と、適
切に取り扱うための手続を通達で示している。

日勤帯
（所定
内労働
時間）

時間外に残って
研鑽を行ってい

る時間

例えば
8:30 17:30

 医師の研鑽については、医学は高度に専門的であることに加え、日進月歩の技術革新

がなされており、そのような中、個々の医師が行う研鑽が労働であるか否かについて

は、当該医師の経験、業務、当該医療機関が当該医師に求める医療提供の水準等を踏

まえて、現場における判断としては、当該医師の上司がどの範囲を現在の業務上必須

と考え指示を行うかによらざるを得ない。

※所定労働時間内において勤務場所で研鑽を行う場合は、当然に労働時間となる。

 労働に該当する範囲を医師本人、上司、使用者が明確に認識し得るよう、基本となる

考え方を示すとともに、労働に該当するかどうかの判断を明確化するための手続等を

示す。

様々な実態
• 診療ガイドライン等の勉強
• 勉強会の準備、論文執筆
• 上司等の診療や手術の見

学・手伝い

研鑽の類型 考え方・手続

診療ガイドライ
ンや新しい治療
法等の勉強

• 業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指
示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、診療の準備又は診療に伴う後処理として不可欠なものは、労働時間に該当する。

学会・院内勉強
会等への参加や
準備、専門医の
取得・更新にか
かる講習会受講
等

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須ではない行為を自由な意思に基づき、所定労働時間
外に自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的
に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、研鑽の不実施について就業規則上の制裁等の不利益が課されているため、その実施を余儀なくされている
場合や、研鑽が業務上必須である場合、業務上必須でなくとも上司が明示・黙示の指示をしている場合は、労働時
間に該当する。

当直シフト外で
時間外に待機し、
手術・措置等の
見学を行うこと

• 業務上必須でない見学を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示
なく行う場合、当該見学やそのための待機時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該
当しないと考えられる。

• ただし、見学中に診療を行った場合については、当該診療を行った時間は、労働時間に該当すると考えられ、また、
見学中に診療を行うことが慣習化、常態化している場合については、見学の時間全てが労働時間に該当する。

※ 「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」（令和元年７月１日付け基発0701第９号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽
に係る労働時間に関する考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）
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【取組事例】労働時間該当性の取扱いの明確化

（※） 医療機関の実例を元に、厚生労働省医政局において作成

〇 自己研鑽など労働時間に該当するものとしないものを明確化し、院内で周知

労働時間に該当するもの 労働時間に該当しないもの

A 診療に関するもの A 休憩・休息

１ 病棟回診 １ 食事

２ 予定手術の延長、緊急手術 ２ 睡眠

３ チャーティング ３ 外出

４ サマリー作成 ４ インターネットの閲覧

５ 外来の準備 B 自己研鑽

６ オーダーチェック １ 自己学習

７ 診療上必要不可欠な情報収集 ２ 症例見学

B 会議・打合せ ３ 参加任意の勉強会・カンファレンス

１ 必須出席者である会議・委員会 C 研究・講演その他

２ 参加必須の勉強会・カンファレンス １ 上長の命令に基づかない学会発表の準備

C 研究・講演その他 ２ 上長の命令に基づかない外部講演等の準備

１ 上長の命令に基づく学会発表の準備 ３ 上長の命令に基づかない研究活動・論文執筆

２ 上長の命令に基づく外部講演等の準備

３ 上長の命令に基づく研究活動・論文執筆
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地域医療介護総合確保基金
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働き方改革推進支援助成金

45

※今年度はこのコース（労働時間短縮・年休促進支援コース）の申請を停止しています。
※勤務間インターバル導入コース等他のコースについては引き続き申請可能です。



税制
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１．大綱の概要

２．制度の内容

①医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

医師・医療従事者の働き方改革を促進するため、労働時間短縮に資する設備

に関する特別償却制度の期限を２年延長する。

【対象設備】 医療機関が、医療勤務環境改善支援センターの助言の下に作成した医師

労働時間削減計画に基づき取得した器具・備品（医療用機器を含む）、ソフトウェア

のうち一定の規模（30万円以上）のもの

【特別償却割合】 取得価格の15％

②地域医療構想の実現のための病床再編等の促進のための特別償却制度

地域医療構想の実現のため、民間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体的対応方針に基づき病床の再編等を行った場合に取得する建物等に関する特別償

却制度の期限を２年延長する。

【対象設備】 病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）をした病院用等の建物及びその附属設備

（既存の建物を廃止し新たに建設する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様替）の場合）

【特別償却割合】 取得価格の８％

③高額な医療用機器に係る特別償却制度

取得価格500万円以上の高額な医療用機器に関する特別償却制度について、高度な医療の提供という観点から対象機器の見直しを行うとともに、配置の効率化又は共同利用を

特に図る必要がある特定の医療用機器（CT・MRI）の配置効率化等を促す仕組みを講じた上で、期限を２年延長する。

【対象機器】 高度な医療の提供に資するもの又は医薬品医療機器等法の指定を受けてから２年以内の医療機器

【特別償却割合】 取得価格の12％

医療機関

器具・備品・
ソフトウェア※

③供用開始

医療勤務環境改善支援センター

医療労務管理アドバイザー

医業経営アドバイザー

都道府県医療勤務担当課室長
による確認

助言

確認

税務署

①計画書提出

②計画書返送

青色申告

連携

※例えば、医師が行う作業の省力化に資する設備等５類型のいずれかに該当するもの

医療用機器等の特別償却制度について、医療用機器に係る措置につき次の見直しを行った上、制度の適用期限を２年延長する（所得税についても
同様とする。）。
① 診療所における全身用ＣＴ及び全身用ＭＲＩの配置効率化等を促すための措置を講ずる。
② 対象機器の見直しを行う。

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延長等の創設 （法人税、所得税）

参考：医療機関によっては合わせて活用可能な税制



融資
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医療従事者の働き方改革支援資金について
令和４年度財政投融資資金計画予算

2,676億円の内数

独立行政法人福祉医療機構
厚生労働省の政策目的
に沿った低利融資

（資金種類）
・長期運転資金

（融資条件）
・勤務環境改善にかかる費用について具体的な金額を盛り込んだ事業計画書を提出すること
・貸付限度額：病院５億円、診療所３億円
（既存の長期運転資金と合わせた場合でも上記の金額を上限とする）
・償還期間：１０年以内（据置期間４年以内）
・利率：令和４年４月１日現在の貸付利率は０．７０％

【医療従事者の働き方改革支援資金の概要】

【福祉医療機構（医療貸付事業）による融資について】

○ 医療貸付事業については、病院、介護老人保健施設、介護医療院及び診療所等を開設する個人又は医療
法人等に対し、 病院等の設置・整備又は経営に必要な資金の貸付けを行い、社会福祉の増進並びに医療
の普及及び向上を図ることを目的としている。



いきサポ（いきいき働く医療機関サポートＷＥＢ）

いきサポのWEBレイアウトを更新し、医師の働き方改革制度解説ページを特設しました。

その他、各種研修および宿日直許可事例の掲載など、医療機関に必要とされる情報を集約しています。
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トップマネジメント研修のご案内

宿日直許可事例の紹介

医師の働き方改革特設ページ



医師の働き方改革に関する研修会を厚生労働省主催で開催（無料）。病院長向けですが事務長等の労務管理担当者の
方のご参加も可能です。お申込みはこちらのURLです→https://hospital-topmanagement-seminar-r4.jp

トップマネジメント研修
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https://hospital-topmanagement-seminar-r4.jp/

